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 財政計画（令和８年度～令和１２年度） 
 

１ 概要 

本市の財政状況は、実質公債費比率や将来負担比率が国の定める早期健全化基準を下回り、健全

な財政運営を維持していますが、市税や分担金・負担金、使用料・手数料などの自主財源が２０％

程度の本市では、地方交付税や国県補助金、地方債などの依存財源に頼らなければ財政運営が成り

立たない状況にあります。特に、物価高騰や金融資本市場の変動等の影響により、今後の財政運営

は、引き続き不透明な状況が続く見込みです。 

 

 

２ 一般財源の状況 

 少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少などにより地方税収の減額が見込まれるものの、本市の歳

入の４０％以上を占める地方交付税が、計画期間内において増加する見込みであることから、一般

財源総額については、微増すると推計しています。 

 

 

（単位：百万円）    

区 分 R７見込 R８ R９ R１０ R１１ R１２ 

地方税 4,661 3,622 3,559 3,499 3,441 3,353 

譲与税・交付金 1,475 1,431 1,439 1,439 1,439 1,439 

地方交付税 12,422 12,650 13,250 13,615 13,994 14,388 

合 計 18,558 17,703 18,248 18,553 18,874 19,180 
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３ 義務的経費の状況 

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、その性質上、支出が義務付けられ任意に削減できな

いものであり、義務的経費の増加は、他の経費に充てる財源に余裕がなくなるため、財政が硬直化

し弾力性を失うことになります。 

人件費は、全国的な給与引き上げの影響もあり、本市においても職員数の大幅な増加はないもの

の、計画期間内は毎年増加する見込みです。 

公債費は、過去に借り入れた地方債の繰上償還を実施し、地方債残高の減少に努めていますが、

近年の大規模な事業の実施により増加傾向にあり、計画期間内においては、４４億円程度まで増加

すると推計しています。 

義務的経費全体としては、計画期間内においていずれの経費も増加すると推計しています。 

 

 

（単位：百万円）    

区 分 Ｒ７見込 Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ 

人件費 5,249 5,510 5,739 5,856 5,919 6,013 

扶助費 2,309 2,366 2,410 2,455 2,502 2,550 

公債費 3,949 3,739 3,696 4,159 4,153 4,387 

合 計 11,507 11,615 11,845 12,470 12,574 12,950 
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４ 地方債残高の状況 

 普通会計の地方債残高は、大佐中学校区小中一貫校整備事業や情報通信高度化事業など大規模な

事業を実施することから令和１０年度まで増加しますが、繰上償還の効果や地方債発行の抑制に努

めることにより、令和１１年度以降は減少する見込みです。 

 

 

（単位：百万円）    

区 分 R７見込 R８ R９ R１０ R１１ R１２ 

地方債発行額 5,258 4,671 3,437 3,755 3,425 2,942 

元金償還額 3,814 3,524 3,401 3,509 3,463 3,547 

うち繰上償還額 501 376 － 307 149 147 

年度末地方債残高 30,349 31,496 31,532 31,778 31,740 31,135 
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５ 公債費の状況 

 公債費は、過去に借り入れた地方債の繰上償還を実施し、地方債残高の減少に努めていますが、

近年の大規模な事業の実施により増加傾向にあり、計画期間内においては、４４億円程度まで増加

すると推計しています。 

 なお、本市においては、過疎対策事業債や辺地対策事業債など交付税算入率の高い有利な地方債

を活用し、交付税措置のない地方債は借り入れないこととしているため、実質的な市民負担割合は、

償還額の２０～３０％程度で推移すると推計しています。 

 

 

（単位：百万円、％）    

区 分 R７見込 R８ R９ R１０ R１１ R１２ 

公債費総額 3,949 3,739 3,696 4,159 4,153 4,387 

交付税算入額 2,731 2,686 2,907 3,033 3,175 3,321 

市民負担額 1,218 1,053 789 1,126 978 1,066 

市民負担割合 30.8  28.2  21.3  27.1  23.5  24.3  
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６ 財政指標 

 財政指標の代表的なものとして、経常収支比率や実質公債費比率があります。 

経常収支比率とは、人件費や公債費など経常的に支出される経費の一般財源が、地方税や普通交

付税などの経常的に収入される一般財源に占める割合です。 

本市における経常収支比率は、これまでに経常経費の歳出抑制といった行財政改革の取組などの

成果により数値が改善していましたが、全国的な給与引き上げなどの影響による人件費の増額や、

物価高騰による光熱水費の上昇や委託料等の増額などにより、令和８年度以降は、９０．９％から

９４．０％程度で推移すると推計しています。 

 実質公債費比率とは、地方債の元利償還金（公債費）の標準財政規模（地方公共団体の標準的な

状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指数）に対する比率の過去３年間の平均値です。

本市における実質公債費比率は、繰上償還を除く元利償還金が増加傾向にあるものの、交付税算入

率の高い有利な地方債の借入や繰上償還の効果などにより、７．５％から８．２％程度で推移する

ものと推計しています。 

 なお、実質公債費比率に係る国が定める早期健全化基準は２５％であり、本市は大きく下回って

います。 

 

 
（単位：％）    

区 分 R７見込 R８ R９ R１０ R１１ R１２ 

経常収支比率 87.1  92.2  90.9  92.9  93.5  94.0  

実質公債費比率 7.7  7.5  7.6  8.0  8.2  8.1  
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７ 基金の推移 

令和７年度末基金残高については、前年度とほぼ同額の総額１３９億円程度を見込んでいます。

令和８年度以降は、大型事業の実施に加え、人件費や物価高騰に伴う歳出増加に対応するため、必

要に応じて基金の取り崩しを行う予定であることから、計画期間内における基金残高は減少するも

のと推計しています。 

なお、各年度において財源不足が見込まれる場合は、財政調整基金や公共施設等整備基金を取り

崩す予定であるほか、公債費削減のために計画的に繰上償還を行う場合については、減債基金を取

り崩す予定としています。 

 

 

（単位：百万円）    

区 分 R７見込 R８ R９ R１０ R１１ R１２ 

財政調整 6,001 4,822 4,168 3,180 2,156 1,238 

減債 407 31 331 175 176 89 

その他 7,489 7,105 6,455 5,551 4,553 3,550 

基金合計 13,897  11,958  10,954  8,906  6,885  4,877  

 

 

８ 今後の財政見通し 

 今後５年間の財政状況について、歳入は、市税等が減少見込みである一方で、普通交付税は増加

を見込んでおり、一般財源総額は微増すると推計しています。歳出は、大佐中学校区小中一貫校整

備事業や情報通信高度化事業などの大規模な事業を予定していることに加え、全国的な人件費の引

き上げや物価高騰による委託料等の上昇、老朽化する公共施設の修繕等による維持管理経費の増加

などが今後も見込まれるため、引き続き、後年度に備えた財政運営が必要になると考えています。 

今後も国の動向を注視するとともに有利な財源の確保に努めながら、効率的かつ効果的な行財政

運営を行い、将来に向けて持続可能な財政基盤の構築を目指します。 
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９ 財政計画 

 令和８年度から令和１２年度までの５年間の財政計画は、次のとおりです。 

 

 （単位：百万円、％） 

計画額 構成比 計画額 構成比 計画額 構成比 計画額 構成比 計画額 構成比

  1　地方税 3,622 12.0 3,559 12.4 3,499 11.7 3,441 11.6 3,353 11.3

  2　地方譲与税・交付金 1,431 4.7 1,439 5.0 1,439 4.8 1,439 4.8 1,439 4.9

  3　地方交付税 12,650 41.7 13,250 46.1 13,615 45.5 13,994 47.0 14,388 48.6

  4　分担金及び負担金 68 0.2 65 0.2 65 0.2 65 0.2 65 0.2

  5　使用料及び手数料 210 0.7 210 0.7 210 0.7 209 0.7 209 0.7

  6　国庫支出金 2,262 7.5 2,033 7.1 2,382 7.9 2,379 8.0 2,529 8.5

  7　県支出金 1,226 4.1 1,199 4.2 1,206 4.0 1,215 4.1 1,223 4.1

  8　財産収入 161 0.5 154 0.5 147 0.5 67 0.2 58 0.2

  9　繰入金 2,949 9.7 2,337 8.1 2,893 9.7 2,834 9.5 2,721 9.2

 10　繰越金 486 1.6 507 1.8 180 0.6 150 0.5 158 0.5

 11　地方債 4,671 15.4 3,437 12.0 3,755 12.5 3,425 11.5 2,941 9.9

 12　その他の収入 567 1.9 558 1.9 554 1.9 558 1.9 556 1.9

30,303 100.0 28,748 100.0 29,945 100.0 29,776 100.0 29,640 100.0

  1　人件費 5,510 18.8 5,739 20.2 5,856 19.8 5,919 20.1 6,013 20.5

  2　物件費 4,136 14.1 4,148 14.6 4,290 14.5 4,329 14.7 4,443 15.1

  3　維持補修費 508 1.7 552 1.9 602 2.0 657 2.2 720 2.4

  4　扶助費 2,366 8.1 2,410 8.5 2,455 8.3 2,502 8.5 2,550 8.7

  5　補助費等 4,827 16.5 4,327 15.3 4,208 14.2 4,054 13.8 3,861 13.2

  6　公債費 3,739 12.8 3,696 13.0 4,159 14.0 4,153 14.1 4,387 15.0

  7　積立金 469 1.6 761 2.7 603 2.0 592 2.0 492 1.7

  8　投資・出資・貸付金 176 0.6 47 0.2 47 0.2 47 0.2 47 0.2

  9　繰出金 1,789 6.1 1,767 6.2 1,760 5.9 1,774 6.0 1,748 6.0

 10　普通建設事業費 5,711 19.5 4,931 17.4 5,645 19.1 5,421 18.4 5,043 17.2

 11　災害復旧事業費 46 0.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

29,277 100.0 28,378 100.0 29,625 100.0 29,448 100.0 29,304 100.0

1,026 370 320 328 336
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